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利 用 上 の 注 意 

１．本速報は、平成２０年１２月３１日現在で実施した工業統計調査甲・乙調査による全事業所の調査結果の

うち、従業者１０人以上の製造事業所（以下「事業所」という。）について集計、分析を行ったものである。

巻末の統計表には、「統計表（１）従業者４人以上の事業所（在庫額、有形固定資産投資総額は従業者３０

人以上の事業所）」及び「統計表（２）従業者１０人以上の事業所」を掲載している。

なお、「従業者１～３人の事業所を含む全事業所」の統計表は確報時に掲載する。

２．各集計項目は、以下のとおり。

①従業者数 ＝ 常用労働者数（正社員、正職員等、ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ等、出向・派遣受入者の計） 
＋ 個人事業主及び無給家族従業者数

②現金給与総額 ＝ 常用労働者に支払われた給与額 ＋ その他の給与額

③原材料使用額等 ＝ 原材料使用額 ＋ 燃料使用額 ＋ 電力使用額 ＋ 委託生産費

＋ 製造等に関連する外注費 ＋ 転売した商品の仕入額

④製造品出荷額等 ＝ 製造品出荷額 ＋ 製造工程から出たくず及び廃物の出荷額

＋ 加工賃収入額 ＋ その他収入額（転売収入、修理料収入等）

⑤付加価値額 ＝ 製造品出荷額等 ＋（製造品年末在庫額 － 製造品年初在庫額）

＋（半製品及び仕掛品年末価額 － 半製品及び仕掛品年初価額）

－ （消費税を除く内国消費税額 ＋ 推計消費税額）－ 原材料使用額等 － 減価償却額

⑥粗付加価値額 ＝ 製造品出荷額等－（消費税を除く内国消費税額 ＋ 推計消費税額）－ 原材料使用額等

⑦有形固定資産投資総額 ＝ 土地の取得額 ＋ 有形固定資産(土地を除く)の取得額 ＋ 建設仮勘定の年間増減

３．各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているため、積み上げと合計が一致しない場合がある。なお、比

率は、小数点以下第２位で四捨五入した。

統計表中、「－」は該当数値なし、「０」は四捨五入による単位未満、「▲」は数値がマイナスであることを

表している。

「ｘ」は１又は２の事業所に関する数値で、これをそのまま掲げると個々の申告者の秘密が漏れるおそれ

があるため秘匿した箇所であるが、３以上の事業所に関する数値であっても、１又は２の事業所の数値が前

後の関係から判明する箇所も秘匿とした。

４．平成１４年の前年比は、日本標準産業分類の改定が行われたため、１３年の数値を１４年の分類に組み替

えたもので計算している。

５．平成１６年の数値は「新潟県中越大震災に伴う平成１６年工業統計調査の捕捉調査」結果（一部推計を含

む）を加えたものである。

６．平成１９年の前年比等については、事業所の捕そくを行ったため、時系列を考慮したもので計算している。

また、平成１９年調査から、製造以外の活動を把握する目的で、製造品出荷額等に「その他収入額」、原材料

使用額等に「製造等に関連する外注費」、「転売した商品の仕入額」を調査項目として追加したことにより、

「製造品出荷額等」、「付加価値額」、「原材料使用額等」については平成１８年以前の数値とは接続しない。

７．平成２０年の前年比は、日本標準産業分類の改定が行われたため、１９年の数値を２０年の分類で再集計

し計算したものである。



８．産業分類について、日本標準産業分類の改定に伴い変更した。主な、改定内容は、以下のとおり。

９．表、グラフなどで用いる産業名の略称は以下のとおり。

経済産業省統計サイト； http://www.meti.go.jp/statistics/index.html 
 
問い合わせ先 ；経済産業省経済産業政策局調査統計部産業統計室

電話 ０３－３５０１－１５１１（代表） 内線２８９２

０３－３５０１－９９４５（直通）

略 称 略 称

09 食料品製造業 食料 21 窯業・土石製品製造業 窯業

10 飲料・たばこ・飼料製造業 飲料 22 鉄鋼業 鉄鋼

11 繊維工業 繊維 23 非鉄金属製造業 非鉄

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 木材 24 金属製品製造業 金属

13 家具・装備品製造業 家具 25 はん用機械器具製造業 は用

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 紙パ 26 生産用機械器具製造業 生産

15 印刷・同関連業 印刷 27 業務用機械器具製造業 業務

16 化学工業 化学 28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 電子

17 石油製品・石炭製品製造業 石油 29 電気機械器具製造業 電気

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） プラ 30 情報通信機械器具製造業 情報

19 ゴム製品製造業 ゴム 31 輸送用機械器具製造業 輸送

20 なめし革・同製品・毛皮製造業 皮革 32 その他の製造業 そ他

産業中分類名 産業中分類名

産 業
中分類
番 号

産 業 名 称
産 業
中分類
番 号

産 業 名 称

09 食料品製造業 09 食料品製造業

10 飲料・たばこ・飼料製造業 10 飲料・たばこ・飼料製造業

11 繊維工業(衣服,その他の繊維製品を除く) 11 繊維工業

12 衣服・その他の繊維製品製造業 12 木材・木製品製造業（家具を除く）

13 木材・木製品製造業（家具を除く） 13 家具・装備品製造業

14 家具・装備品製造業 14 パルプ・紙・紙加工品製造業

15 パルプ・紙・紙加工品製造業 15 印刷・同関連業

16 印刷・同関連業 16 化学工業

17 化学工業 17 石油製品・石炭製品製造業

18 石油製品・石炭製品製造業 18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）

19 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 19 ゴム製品製造業

20 ゴム製品製造業 20 なめし革・同製品・毛皮製造業

21 なめし革・同製品・毛皮製造業 21 窯業・土石製品製造業

22 窯業・土石製品製造業 22 鉄鋼業

23 鉄鋼業 23 非鉄金属製造業

24 非鉄金属製造業 24 金属製品製造業

25 金属製品製造業 25 はん用機械器具製造業

26 一般機械器具製造業 26 生産用機械器具製造業

27 電気機械器具製造業 27 業務用機械器具製造業

28 情報通信機械器具製造業 28 電子部品・デバイス・電子回路製造業

29 電子部品・デバイス製造業 29 電気機械器具製造業

30 輸送用機械器具製造業 30 情報通信機械器具製造業

31 精密機械器具製造業 31 輸送用機械器具製造業

32 その他の製造業 32 その他の製造業

旧分類（平成１９年まで） 新分類（平成２０年以降）

統合

一部移設

一部移設

分割

一部移設

分割

一部移設


